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Ⅱ 固定資産 

 

 

減価償却累計額 

（千円） 

10,186 

△4,109 6,077 

16 財務諸表 
 
(1) 建設業法施行規則で定める様式で作成してください。（株主総会、税務申告等に提出した決算報告
書では受付できません。） 

● 法人が作成する様式：様式第15号～17号の３ 
（ただし、様式第17号の３は、資本金が１億円を超える株式会社又は貸借対照表の負債合計が200億
円以上の場合のみ作成する。） 

● 個人が作成する様式：様式第18号～19号 

(2) 作成に当たっては、財務諸表の様式に添付されている記載要領を参考にしてください。記載の仕方
が分からない場合は、決算書を作成した方（税理士など）に確認をとってください。 
（様式は、神奈川県建設業課ＨＰ「申請・届出様式のダウンロード」からダウンロードできます。
（URL：https://www.pref.kanagawa.jp/docs/u2h/cnt/f531856/youshiki.html）） 

(3) 金額はすべて千円単位で表示してください。ただし、会社法第２条第６号に規定する大会社（資本
金が５億円以上の株式会社又は貸借対照表の負債合計が200億円以上の株式会社）は百万円単位で記入
することができます。なお、千円（百万円）未満の端数処理は統一して表示してください。 

(4) 経営事項審査を受審する場合は、免税事業者を除き税抜きで作成し、千円未満の端数は切り捨てて
表示してください。 

(5) 上記(3)、(4)により各部の合計額がその内訳科目の合計額と合わなくなる場合がありますが、端数
を調整する必要はありません。 

(6) 法人の新規開業で最初の確定申告が終了していないときは、開始時の資産及び負債・純資産の内容
と開業年月日（会社設立年月日）を開始貸借対照表に記載してください。 

<開始貸借対照表の例> 
開 始 貸 借 対 照 表 

〇〇建設株式会社 
令和３年４月１日（←会社設立年月日） 

（単位：千円） 

資産の部 負債・純資産の部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流動資産 

現金・預金 
10,000 資本及び剰余金

資本金 
10,000 

 
合 計 

 
10,000 

 
合 計 

 
10,000 

 
(7) 法人用貸借対照表（様式第15号）の固定資産の部のうち、有形固定資産（土地、建設仮勘定を除
く）については、間接法で記載してください。 

 
（例） 

 

 

 

 
●  建物・構築物の価格10,186千円は取得価格を示し、減価償却累計額4,109千円 は、
減価償却費の累計を示し、6,077千円は期末帳簿価格を示すものです。これを算式にす
れば、「期末帳簿価格＝取得価格－減価償却累計額」（間接法）になります。 

●  取得価格の不明なものについては、期首帳簿価格を採用してください。 

(8) 新設された法人が個人営業（許可業者）を事業継承して申請する場合は、引継時の貸借対照表（引
継時の仮決算書と照合します。）に、引継時の財産目録写しと事業継承したことを明示する議事録写
し（原本証明したもの）を添付してください。 

(9) 確定申告書(税務申告)決算報告との照合について 

 財務諸表の貸借対照表と損益計算書の数字は、確定申告で申告を行った数字と整合していることを確
認してください。新規申請、特定建設業許可の更新申請等、決算変更届(決算報告)以外の申請等で財
務諸表を提出する場合で、確定申告書の金額と整合していない箇所がある場合は、確定申告書の該当
箇所の写しに差異が生じた理由を記載し、相違が分かる書類を確認資料と併せて提出してください。 

 また、経営事項審査の指摘によるものの場合は、その指摘内容を記載し、その際の分析センターの分
析結果の写しを併せて提出してください。 

（10）注記表（様式第17号の２）について 

● 注記表は、財務諸表を作成した方針など、会社の重要事項を表すものですので、省略することは
できません。該当がない項目についても、「該当なし」と記載してください。 

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/u2h/cnt/f531856/youshiki.html
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 株 式 会 社 

持分会社 会計監査人

設置会社 

会計監査人なし 

公開会社 
株式譲渡 

制限会社 

１ 継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は

状況 
○ × × × 

２ 重要な会計方針 ○ ○ ○ ○ 

３ 会計方針の変更 ○ ○ ○ ○ 

４ 表示方法の変更 ○ ○ ○ ○ 

４－２ 会計上の見積り ○ × × × 

５ 会計上の見積りの変更 ○ × × × 

６ 誤 謬
びゅう

の訂正  ○ ○ ○ ○ 

７ 貸借対照表関係 ○ ○ × × 

８ 損益計算書関係 ○ ○ × × 

９ 株主資本等変動計算書関係 ○ ○ ○ × 

10 税効果会計 ○ ○ × × 

11 リースにより使用する固定資産 ○ ○ × × 

12 金融商品関係 ○ ○ × × 

13 賃貸等不動産関係 ○ ○ × × 

14 関連当事者との取引 ○ ○ × × 

15 一株当たり情報 ○ ○ × × 

16 重要な後発事象 ○ ○ × × 

17 連結配当規制適用の有無 ○ × × × 

17－２ 収益認識関係 ○ × × × 

18 その他 ○ ○ ○ ○ 

【凡例】○･･･記載要、×･･･記載不要(記載が不要な項目も注記表の様式は省略しないでください。) 

● 記載すべき注記は、それぞれの会社の形態によって異なります。なお、多くの会社は「株式譲渡
制限会社」に該当します。「株式譲渡制限会社」に当たるかどうかは、登記事項証明書でご確認く
ださい。該当する場合には、「株主の譲渡制限に関する規定」の欄に、「当会社の株式を譲渡によ
り取得することについて当会社の承認を要する」といった記載があります。 

● この手引きでは、「株式譲渡制限会社」の場合の記載例を掲載しています。 

＜注記表に記載を要する注記＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(11) 財務諸表の表紙について 
財務諸表を提出する際は、表紙（法人用又は個人用）（参考様式）を添付してください。 
表紙参考様式は、神奈川県建設業課ＨＰ「申請・届出様式のダウンロード」からダウンロードでき

ます。（URL：https://www.pref.kanagawa.jp/docs/u2h/cnt/f531856/youshiki.html） 

 ＜財務諸表表紙(参考様式)＞【法人用】            【個人用】 
  (参考様式) 

  (用紙Ａ４) 

 

  

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/u2h/cnt/f531856/youshiki.html
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円単位の金額を合

計し、千円単位を

もって表示しま

す。 

千円単位で表示し

たものを合計して

も一致しない場合

があります。 

以下についても同

様です。 

「その他」には、流

動資産に属するもの

であって、他の流動

資産科目に属さない

ものを記入してくだ

さい。 

なお、資産合計の

５％を超える金額に

なるものについて

は、別途科目をたて

て記入してくださ

い。 

固定資産以下の 

「その他」について

も同様です。 

(2) 

端数の処理を統一して千円 

単位で表示します。千円未満は、
「0」を記入してください。 

(1) 

完成工事高に計

上した請負代金

の未収額を計上

します。兼業事

業についての売

掛金は含みませ

ん。 

 

【法人】 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 新規、業種追加（５年未満の財産要件の確認根拠とする場合）、特定の各

許可については、財務諸表に記載した各合計金額を、税務署で受付された確

定申告書に添付された決算報告書と照合します。 

 税務署で受付された確定申告書（確定申告書に添付された決算報告書を含

む。）の写し（電子申告の場合は、申告書と、税務署から受け付けた旨送信

された通知（メール詳細等）を紙に出力したものの写しも）を確認資料に添

付してください。） 

財産要件の確認根拠とする場合を除き、窓口での対面受付の場合、その場

で上記書類の原本照合を行うことにより、写しの添付は省略することもでき

ます。 

決算日を記入する。 

株式会社の記載例 

損失又は欠損の場合は、 

△表示で計上します。 

期末帳簿価格を書きます。 

取得価格を書きます。 
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(7)=(1)＋ 

(5)＋(6) 

(8) 

(3) 

(6) 

(5)=(2)＋ 

(3)＋(4) 

 

(4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

兼業事業についての

買掛金は含みませ

ん。 

賞与引当金、完

成工事補償引当

金等はここへ計

上します。 

当期に課税され
た法人税、住民
税及び事業税の
うち未払額を計
上します。 

決算期後１年以内に

返済することとなる

額を計上します。 

１年以内に完済する

か否かを問いません

（当座借入はここへ

計上します）。 

千円単位で表示した

ものを合計したもの

ではありませんの

で、注意してくださ

い。 

以下についても同様

です。 

金額は、償却額を

控除した残額を計

上します。 

未払消費税はここへ 

計上します。 
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③  
②  

①  
a 

④=②＋③ 

(10)=(8)＋(9) 

(9) 

c 
⑥ 

 
⑧  
 

⑤ 

 
b 

⑨=①＋a＋④ 

⑩ 

 ⑪ 

 

⑭ 

 

＋⑦＋⑧＋d 

⑮=⑨＋⑬＋⑭ 

(11)=(10)＋⑮ 

⑦=⑤＋b＋c＋⑥ 

d 

⑫ 

 ⑬=⑩＋⑪＋⑫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決算期後１年を超えた

後に返済する額を計上

します。 

分割返済の定めがある

ものについては、決算

期後１年以内の分割返

済予定額を算定し、こ

れを流動負債（短期借

入金）に振替えなけれ

ばなりませんので注意

してください。 

上記「純資産の部」の①～⑮と、様式第17号の「株主資本等変動計算書」の 

①～⑮とが一致します。 

 

一般建設業の財産要件は、 

⑮≧５００万円 であれば要件を満たします。 

 

特定建設業の財産要件は、 

 イ（１）流動資産÷（８）流動負債 ≧ ７５％ 

 ロ ① 資本金 ≧ ２０００万円 

 ハ ⑥が「欠損の額」の基準となり、⑥が負の値の場合、 

    ｛｜⑥｜―（④＋⑤＋b＋c｝÷①×１００≦２０％ 

 二 ⑮≧４０００万円 

イ～二全ての事項に該当していなければなりません。 

退職給付引当金等の引当金を記載、 

その設定目的を示す名称を付した 

科目をもって記載します。 

株主総会又は取締役会の決議により設

定されたものを、その名称を付して計
上します。 

任意 
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(23) 

(28)=(25)＋(26)-(27) 

(30)=(28)-(29) 

=⑯ 

(29) 

(24) 

(26) 

(27) 

(25)=(22)＋(23)-(24) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第三号の直前決算の工事施工金額の合
計欄の金額と一致します。 

工事現場に関与 

しない職員等に 

支払う給与等を 

計上します。 

賞与引当金繰入 

額はここに計上 

します。 

(22)=(20)-(21) 

退職年金掛金 

はここに計上 

します。 

引当金の取崩額は

ここに計上しま

す。 

—例— 

貸倒引当金、 

賞与引当金、 

完成工事補償 

引当金、 

退職給付引当金 

役員賞与引当金繰

入額はここに計上

します。 

(13) 

(21) 

(14)=(12)＋(13) 

(20)=(18)＋(19) 

損失の場合は△表示で 

計上します。 

当期に課税された法人税、 

住民税及び事業税を計上します。 

社内打合せ等の費用、 

諸団体会費並びに他の 

販売費及び一般管理費の科

目に属さない費用を計上し

ます。 

なお、「雑費」に属する費

用で、「販売費及び一般管

理費」の総額の１０％を超

えるものについては、それ

ぞれ当該費用を明示する科

目を用いて計上します。使

用していない勘定科目を二

重線で消し、その右に該当

科目を記載してください。 

(15) 

(16) 

(18) 

(19) 

(17)=(15)＋(16) 

=(14)―(17) 

(12) 

固定資産売却益は 
ここに計上します。 

固定資産売却損は 

ここに計上します。 

株主資本等変動計算書の「当期純利益」と 

「繰越利益剰余金」とが交差するマスと一致し

ます。 

建設業以外の売上

高を計上します。 

保守点検や維持管

理業務、樹木剪定

など、工事に該当

しない業務の売上

高はここへ計上し

ます。 
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① 「材料費」とは、工事のために直接購入した材料費等をいいます。 

② 「労務費」とは、工事に従事した直接雇用の作業員（監督員の指示のもと直接工事に従事している正社員及

び臨時社員等）の給与等をいいます。 

また、「外注費」のうち土工事や仮設工事等で契約内容の大部分が「労務費」であるものは労務外注費とし

て内書表示することができます。 

③ 「外注費」とは、下請工事契約額をいいます。（労務費に含めたものは除く） 

 

④ 「経費」とは、完成工事について発生した材料費、労務費及び外注費以外の費用をいいます。 

  なお、「経費」のうち「人件費」とは、工事監督員及び現場事務所の事務職員等の給料等、 

  退職金（繰入額も含む。）、法定福利費及び福利厚生費等をいいます。 

 

参考：「販売費及び一般管理費」のうち「従業員給料手当」等の人件費科目には、本支店等の 
   管理部門、営業部門及び兼業部門等にて発生した人件費を計上します。 

(31)=(15) 
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⑤
 

⑧
 

④
 

⑥
 

③
 

②
 

①
 

⑪
 

⑨
 

⑩
 

⑦
 

⑮
 

⑭
 

⑫
 

⑬
 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「
当

期
首

残
高

」
＋

「
当

期
変

動
額

合
計

」
 損

益
計

算
書

の
「

当
期

純
利

益
」

⑯
と

一
致

）
。

 

ｃ
 

当
期

に
変

動
し

た
額

の
合

計

（
「

新
株

の
発

行
」

～
「

株
主

資
本

以
外

の
項

目
の

当
期

変
動

額
（

純
額

）
」

の
合

計
）

額
が

入
り

ま
す

。
 

積
立

金
の

積
立

て
等

に
つ

い
て

は
、

こ
ち

ら
に

「
任

意
積

立
金

の
積

み
立

て
」

等
 

当
該

科
目

を
記

載
し

、
該

当
変

動
額

を
計

上
し

て
く

だ
さ

い
。

 

ａ
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別記様式第十七号の二（第四条、第十条、第十九条の四関係）         （用紙Ａ４）

  

注  記  表 

自 令和  ３ 年 ４ 月 １ 日 

至 令和 ４ 年 ３ 月 31 日 

 
（会社名） ○○建設 株式会社  

  

注 

１ 継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況 

２ 重要な会計方針 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

ア 関連会社株式 

移動平均法による原価法 

イ その他有価証券 

(a) 時価のあるもの 

期末日の市場価格に基づく時価法 

(b) 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

ア 販売用不動産 

個別法による原価法 

イ 未成工事支出金 

個別法による原価法 

ウ 材料貯蔵品 

移動平均法による原価法 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

ア 建物 

定額法 

イ その他の固定資産定率法 

② 無形固定資産定額法 

③ 長期前払費用定額法 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づいて、貸倒懸

念債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。 

② 退職給与引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上している。 

  

貸借対照表において引当金を計上して

いる場合に、その引当金の計上基準に

ついて記載する。 

 

株式譲渡制限会社の場合 

過去勤務差異等を複数年にわたって費用化する場合には、

その概要も記載する。 
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 (4) 収益及び費用の計上基準 

完成工事高の計上基準 

工事完成基準によって計上している。 

(5) 消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理の方法  税抜方式 

(6) その他貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書､注記表作成のための基本となる重

要な事項 

連結納税制度の適用 

適用している 

３ 会計方針の変更  該当なし 

４ 表示方法の変更  該当なし

４－２ 会計上の見積り 

５ 会計上の見積りの変更 

６ 誤 謬
びゅう

の訂正    該当なし 

７ 貸借対照表関係 

(1) 担保に供している資産及び担保付債務 

① 担保に供している資産の内容及びその金額 

② 担保に係る債務の金額 

(2) 保証債務、手形遡及債務、重要な係争事件に係る損害賠償義務等の内容及び金額 

(3) 関係会社に対する短期金銭債権及び長期金銭債権並びに短期金銭債務及び長期金銭債務 

(4) 取締役、監査役及び執行役との間の取引による取締役、監査役及び執行役に対する金銭債権 

及び金銭債務 

(5) 親会社株式の各表示区分別の金額 

(6) 工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額 

８ 損益計算書関係 

(1) 売上高のうち関係会社に対する部分 

(2) 売上原価のうち関係会社からの仕入高 

(3) 売上原価のうち工事損失引当金繰入額 

(4) 関係会社との営業取引以外の取引高 

(5) 研究開発費の総額（会計監査人を設置している会社に限る） 

９ 株主資本等変動計算書関係 

(1) 事業年度末日における発行済株式の種類及び数  普通株式 ○○○○株 

(2) 事業年度末日における自己株式の種類及び数   該当なし 

(3) 剰余金の配当  該当なし 

(4) 事業年度末において発行している新株予約権の目的となる株式の種類及び数 該当なし 

10 税効果会計 

11 リースにより使用する固定資産 

12 金融商品関係 

(1) 金融商品の状況 

(2) 金融商品の時価等 

 

税抜方式、税込方式の別を記載する。ただ

し、経営事項審査を受審する場合は、税抜方

式を採用すること。（免税事業者の場合は、

「免税事業者につき税込み」と記載するこ

と。） 

完成工事高の計上基準について記載する。 

 「工事完成基準」か「工事進行基準」の別を記載してください。 

 ◎「該当なし」又は空欄にしないようにしてください。 

 

特に記載すべき事項がない場合

には「該当なし」と記載する。 

 

種類株式についてはその内容を記載

し、通常の株式については「普通株

式」と記載する。 

※履歴事項全部証明書の発行済株式数

と突合の上、記入してください。 
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13 賃貸等不動産関係 

(1) 賃貸等不動産の状況 

(2) 賃貸等不動産の時価 

14 関連当事者との取引 

取引の内容 

種類 
会社等の名称 

又は氏名 

議決権の所有 

（被所有）割合 
関係内容 科目 

期末残高 

（千円） 

      

ただし、会計監査人を設置している会社は以下の様式により記載する。 

(1) 取引の内容 

種類 
会社等の名称

又は氏名 

議決権の所有 

（被所有）割合 
関係内容 取引の内容 取引金額 科目 

期末残高 

（千円） 

        

(2) 取引条件及び取引条件の決定方針 

(3) 取引条件の変更の内容及び変更が貸借対照表、損益計算書に与える影響の内容 

15 一株当たり情報 

(1) 一株当たりの純資産額 

(2) 一株当たりの当期純利益又は当期純損失 

16 重要な後発事象 

17 連結配当規制適用の有無 

17－２ 収益認識関係 

18 その他 該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特に記載すべき事項がない場合

には「該当なし」と記載する。 
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滞留状況 
 

発 生 時 完成工事未収入金 

当 期 計 上 分 
千円 

○○,○○○ 

前期以前計上分 ○○○ 

計 ○○,○○○ 

 

 
資本金が１億円を超える株式会社又は貸借対照表の負債合計が200億円以上の 

株式会社のみ、附属明細表を添付してください。 

様式第十七号の三（第四条、第十条関係）                                                                （用紙Ａ４） 

附  属  明  細  表  
令和 ３年 ３月 ３１日現在 

1 完成工事未収入金の詳細

相手先別内訳 
 

相 手 先 金 額 

○○県 
千円 

○○,○○○ 

○○建設 ○,○○○ 

○○不動産 ○,○○○ 

その他 ○,○○○ 

計 ○○,○○○ 

 

 

2 短期貸付金明細表 
 

相 手 先 金 額 

○○不動産 
千円 

○○○ 

○○組合 ○,○○○ 

関係会社○社 ○,○○○ 

その他 ○○,○○○ 

計 ○○,○○○ 

 

3 長期貸付金明細表 
 

相 手 先 金 額 

○○組合 
千円 

○,○○○ 

○○建物 ○,○○○ 

関係会社○社 ○,○○○ 

その他 ○○,○○○ 

計 ○○,○○○ 

 

 

4 関係会社貸付金明細表

  

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

関係会社名 期首残高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 摘 要 

 

短
期
貸
付
金

○○興業 ○,○○○ 
千円 

○○○ 
千円 

○○○ 
千円 

○,○○○ 
千円 返済期限 担保 

令和○年○月 なし 

○○不動産 ○○○ － ○○ ○○○ 
返済期限 担保 

令和○年○月 土地 

○○建築 － ○○ － ○○ 
返済期限 担保 

令和○年○月 なし 

小計 ○,○○○ ○○○ ○○○ 
 

 

 
 

 

長
期
貸
付
金

○○工務店 ○,○○○ 
千円 

－ 
千円 

○○○ 
千円 

○,○○○ 
千円 返済期限 担保 

令和○年○月 なし 

○○解体 － ○○ － ○○ 
返済期限 担保 

令和○年○月 なし 

○○開発 ○,○○○ ○○○ － ○,○○○ 
返済期限 担保 

令和○年○月 土地 

小計 ○,○○○ ○○○ ○○○ 
 

 

 
 

計 ○,○○○ ○○○ ○○○ 
 

 

 
 

 

有価証券報告書提出会社は記載を省略することができる。(この場合有価証券報告書に記載さ
れた連結貸借対照表の写しを添付しなければならない。） 
関係会社貸付金の額が資産総額の100分の５以下である時は記載を省略することができる。 

 

短期貸付金の額が資産総額

の100分の５以下である時は

記載を省略することができる。 

 

長期貸付金の額が資産総額の

100分の５以下である時は記載

を省略することができる。 

 

貸借対照表の

流動資産の部

の完成工事未

収金と一致 

 

貸借対照表の

固定資産の部

の長期貸付金

と一致 

 

貸借対照表の

流動資産の部

の短期貸付金

と一致 
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5 関係会社有価証券明細表 
 

 

 

株 

 

 

 

 

 

 

 

 

式 

銘 

 

 

 

柄 

一

株

の

金

額 

 

期 首 残 高 

 

当期増加額 

 

当期減少額 

 

期 末 残 高 

 

摘要 

 

株式
数 

 

取得
価額 

 

貸借対照
表計上額 

 

株式
数 

 

金額 

 

株式
数 

 

金額 

 

株式
数 

 

取得
価額 

 

貸借対照
表計上額 

 

 

○○建築

円 

 

○○○ 

 
 

○○○ 

千円 

 

○○○

千円 

 

○○○,○○○

 
 

○○○

千円 

 

○○○

 
 

○○○

千円 

 

○○○

 
 

○○○

千円 

 

○○○

千円 

 

○○○,○○○ 

 

関連会社 

 

○○興業
 
○○○ 

 
○○○ 

 
○○○

 
○○○,○○○ 

 
○○○

 
○○○

 
－ 

 
－ 

 
○○○

 
○○○

 
○○○,○○○ 

 

子会社 

 

計 
  

○○○ 

 
○○○

 
○○○,○○○ 

 
○○○

 
○○○

 
○○○

 
○○○

 
○○○

 
○○○

 
○○○,○○○ 

 

 銘 

 

 
柄 

期 首 残 高  
 

当期増加額 

 
 

当期減少額 

期 末 残 高  
 

摘  要  

取 得 価 額 

 

貸借対照表
計 上  額 

 

取 得 価 額 

 

貸借対照表
計 上  額 

 
社 

 

 

 

 

 

債 

 

○○開発

千円 

 

○○○ 

千円 

 

○○○ 

千円 

 

○○○ 

千円 

 

○○○ 

千円 

 

○○○ 

千円 

 

○○○ 

 

子会社 

 

○○工業

 

○○○ 

 

○○○ 

 

－ 

 

○○○ 

 

○○○ 

 

○○○ 

 

関連会社 

 

計 

 

○○○ 

 

○○○ 

 

○○○ 

 

○○○ 

 

○○○ 

 

○○○ 
 

そ

の

他

の

有

価

証

券 

 

○○ﾋﾞﾙ 

 

○○○ 

 

○○○ 

 

○○○ 

 

○○○ 

 

○○○ 

 

○○○ 

 

関連会社 

 

○○建設

 

－ 

 

－ 

 

○○○ 

 

－ 

 

○○○ 

 

○○○ 

 

〃 

 

計 

 

○○○ 

 

○○○ 

 

○○○ 

 

○○○ 

 

○○○ 

 

○○○ 
 

 

 

 

 

 
6 関係会社出資金明細表 

 

関係会社名 期首残高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 摘 要 

○○建築 
千円 

○○○ 
千円 

－ 
千円 

－ 
千円 

○○○ 関連会社 

○○工業 ○○○ － － ○○○ 〃 

○○開発 ○○○ ○○○ － ○○○ 子会社 

計 ○○○ ○○○ － ○○○ 
 

 

有価証券報告書提出会社は記載を省略することができる。(この場合有価証券報告書に記載された連

結貸借対照表の写しを添付しなければならない。） 

関係会社有価証券の額が資産総額の100分の５以下である時は記載を省略することができる。 

有価証券報告書提出会社は記載を省略することができる。(この場合有価証券報告書に記載された

連結貸借対照表の写しを添付しなければならない。） 

関係会社出資金の額が資産総額の100分の５以下である時は記載を省略することができる。 
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7 短期借入金明細表 
 

借 入 先 金  額 返済期日 摘 要 

○○銀行 
千円 

○,○○○ 令和○年○月○日 
使途           担保 
運転            土地 

関係会社○社 ○,○○○ 令和○年○月○日 
使途           担保 
設備            なし 

長期借入金からの振替分 ○,○○○ 令和○年○月○日  

計 ○,○○○  
 

 

 

 
 

8 長期借入金明細表 
 

借  入  先 期首残高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 摘 要 

○○銀行 
(○,○○○) 千円 

○,○○○ 

千円 

○○○ 
千円 

○○○ 
(○,○○○) 千円 

○,○○○ 
使途 担保 返済期限 
運転 土地 令和○年○月 

○○銀行 
(○,○○○) 
○,○○○ 

－ ○○○ 
(○,○○○) 
○,○○○ 

使途 担保 返済期限 
設備 土地 令和○年○月 

関係会社○社 
(○,○○○) 
○,○○○ 

○○○ ○○○ 
(○,○○○) 
○,○○○ 

使途 担保 返済期限 
運転 なし 令和○年○月 

計 
(○,○○○) 
○,○○○ 

○○○ ○○○ 
(○,○○○) 
○,○○○ 

 

 
 

 

 

 

 
9 関係会社借入金明細表 

 

関係会社名 期首残高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 摘 要 

 
短
期
借
入
金 

○○不動産 
千円 

○,○○○ 
千円 

○○○ 
千円 

○○○ 
千円 

○,○○○ 
使途 担保 返済期限 
運転 土地 令和○年○月 

○○工務店 ○○○ － ○○ ○○○ 
使途 担保 返済期限 
運転 土地 令和○年○月 

○○建築 － ○○ － ○○ 
使途 担保 返済期限 
運転 なし 令和○年○月 

小計 ○,○○○ ○○○ ○○○ 
 

 

 
 

 
長
期
借
入
金 

○○開発 
千円 

○,○○○ 
千円 

－ 
千円 

○○○  
千円 

○,○○○ 
使途 担保 返済期限 
設備 土地 令和○年○月 

○○興業 － ○○ － ○○ 
使途 担保 返済期限 
設備 なし 令和○年○月 

○○不動産 ○,○○○ ○○○ － ○,○○○ 
使途 担保 返済期限 
運転 土地 令和○年○月 

小計 ○,○○○ ○○○ ○○○ 
 

 

 
 

計 ○,○○○ ○○○ ○○○ 
 

 

 
 

 

 

10  保証債務明細表 
 

相 手 先 金  額 （千円） 

○○建設 ○,○○○ 

○○リース ○,○○○ 

その他○件 ○,○○○ 

計 ○,○○○ 

 

有価証券報告書提出会社は記載を省略することができる。(この場合有価証券報告書に記載された連結
 

 

貸借対照表の流動負債の部の短期借入金と一致 

貸借対照表の固定負債の部の長期借入金と一致 

（流動負債として計上されているものを除く・・・括弧書きで付記・・・内書） 

注記表の注記３⑵の

保証債務額と一致 
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(4) 

(2) 

(1) 

(3)=(1)＋(2) 

 

 

 

 

 様式第十八号（第四条、第十条、第十九条の四関係）        

  

 

貸   借   対   照   表 

        令和 ３年 12月 31日 現在 

         

                    商号又は名称 〇〇建設 神奈川 次郎  

         

資 産 の 部 

         

Ⅰ 流 動 資 産         千円 

    現 金 預 金         17,034 

    受 取 手 形            330 

    完成工事未収入金         2,900 

    有価証券                   

    未成工事支出金            

    材料貯蔵品            4,590 

    その他                     100 

     貸倒引当金        △     100 

      流動資産合計           24,856 

         

Ⅱ 固 定 資 産         

    建物・構築物         3,253 

    機械・運搬具         1,699 

    工具器具・備品         2,833 

    土地                8,836 

    建設仮勘定              

    破産更生債権等                

    その他              

       固定資産合計        16,624 

       資産合計         41,480 

         

       負 債 の 部     

         

Ⅰ 流 動 負 債         

    支払手形             898 

    工事未払金          4,736 

    短期借入金         6,000 

    未払金             

    未成工事受入金          612 

    預り金              30 

         引当金          

    その他             

      流動負債合計       12,278 

 

完成工事高に計上した

請負代金の未収額を計

上します。（兼業事業

の売掛金は含みませ
ん。） 

現存価格（原価償却

後の額）を計上しま

す。 

千円単位で表示したも

のを合計したものでは

ありませんので注意し

てください。 

以下についても同様で

す。 

個人の決算日は毎
年12月31日です 

 端数の処理を統一して、千円単位

で表示します。千円未満は、「0」

を記入してください。 

賞与引当金、完成

工事補償引当金等

はここへ計上しま

す。 

兼業事業についての

買掛金は含みませ

ん。 

決算期後１年以内に

返済することとなる

額を計上します。 

１年以内に完済する

か否かを問いませ

ん。 

円単位の金額を合計し、

千円単位をもって表示し

ます。 

千円単位で表示したもの

を合計しても一致しない

場合があります。 

以下についても同様で
す。 

損失又は欠損の場合は、△表示で 
計上します。 

個人の記載例  新規、業種追加（５年未満の財産要件の確認根拠とする場合）、特定の各許可につい

ては、財務諸表に記載した各合計金額を、税務署で受付された確定申告書に添付された

決算報告書と照合します。 

 税務署で受付された確定申告書（確定申告書に添付された決算報告書を含む。）の写

し（電子申告の場合は、申告書と、税務署から受け付けた旨送信された通知（メール詳

細等）を紙に出力したものの写しも）を確認資料に添付してください。） 

財産要件の確認根拠とする場合を除き、窓口での対面受付の場合、その場で上記書類
の原本照合を行うことにより、写しの添付は省略することもできます。 
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(9)=(6)＋(8) 

(7)=(21)

(8) 

(6)=(4)＋(5) 

=(3) 

(5) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

Ⅱ 固 定 負 債         

    長期借入金        13,660 

    その他                456 

      固定負債合計       14,116 

       負債合計        26,394 

         

         

     純 資 産 の 部    

         

    期首資本金        16,326 

    事業主借勘定          430 

    事業主貸勘定       △    2,735 

    事業主利益         1,064 

       純資産合計       15,085 

       負債純資産合計       41,480 

 

 

                      

   注 消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理の方法 税 抜 方 式

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前期の純資産合計

（もしくは資本 

合計）を計上しま
す。 

事業主が事業外資金

から事業のために借

りたもの 

退職給付引当金は 

ここへ計上します。 

事業主が営業の資金

から家事費等に充当

したもの 
税抜方式、税込方式の別を記入する。ただし、経営

事項審査を受審する場合は、税抜方式を採用するこ

と。（免税事業者の場合は、「免税事業者につき税
込み」と記入すること。） 

決算期後１年を超えた

後に返済する額を計上

します。 

分割返済の定めがある

ものについては、決算

後１年以内の分割返済

予定額を算定し、これ

を流動負債（短期借入

金）に振り替えなけれ

ばなりませんので注意
してください。 
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(13) (15)=(11)＋(12) 

(11) 

(12) 

(17) 

(19) 

(10) 

＋(13)＋(14) 

(18)=(16)-(17) 

(21) 

=(18)＋(19)-(17) 

=(7) 

    =(10)－(15) 

(14) 

(16)=(10)＋(15) 

(20) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

退職給与引当金

繰越額はここに

計上します。 

損失の場合は 

△表示で計上 

します。 

様式第三号の直前決算の工事施工金

額の合計欄の金額と一致します。 
工事に従事した直接雇用の作

業員に対する賃金、給料手当

等を計上します。 

各種の引当金、

準備金の取り崩

しはここに計上

します。 

工事に要した従業員（工事現場におけ

る管理業務に従事した技術、事務職員

等）の給料手当等を計上します。 

完成工事補償引当金繰入額はここに計
上します。 

雑費について「販売費及び

一般管理費」の10％を超え

るものについては、それぞ

れ当該費用を明示する科目

を用いて掲記します。 

使用していない勘定科目を

二重線で消し、その右に該

当科目を記載してくださ

い。 
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17 営業の沿革（様式第二十号） 
 

様式第二十号（第四条関係）         （用紙Ａ４） 

 

営  業  の  沿  革 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載要領 
１ 「創業以後の沿革」の欄は、創業、商号又は名称の変更、組織の変更、合併又は分割、資本金額の変更、営業
止営業の再開等を記載すること。 

２ 「建設業の登録及び許可の状況」の欄は、建設業の最初の登録及び許可等（更新を除く。）について記載する
こと。 

３ 「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。 

事業（建設業以外の事業も含む）を開始

した年月日を記入する。 

商号又は名称、事業開始、組織の変更、合併又は分割、資本金額の変更、営業の休

止、営業の再開等について記入する。 

承継の場合は、承継日と承継の内容を記載する。 

（例）（株）○○（神奈川県知事許可第09999号 許可業種：一般（建））と合併
し許可を承継。 

建設業許可の取得状況（新規、業種追加、般特新規、廃業、失効等）を

記入する。更新、役員変更等については記入不要。 

建設業の行政処分及び行政罰、その他の賞罰を受けた場合

について記載する。 

該当がなければ「なし」と記入する。 

法人の場合、履歴事項全部証明書と突合

し、設立年月日を記入する。 
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18 所属建設業者団体(様式第二十号の二） 

 
様式第二十号の二（第四条関係）

 

（用紙Ａ４） 

 

団 体 の 名 称 所 属 年 月 日 

社団法人 ○ ○ ○ ○ 

 
 

 

昭和○年○月○日 

 

記載要領 

「団体の名称」の欄は、法第27条の37に規定する建設業者の団体の名称を記載すること。 

 

「団体の名称」の記載の対象となるの

は、建設業法第27条の37の規定に基づ

き、国土交通省又は都道府県に登録を

行っている団体(社団法人又は財団法

人)。 

加入していない場合は、「なし」と記

入する。 
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19 健康保険等の加入状況（様式第七号の三）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

営業所一覧表

（様式第一号別

紙二）に 

記載した順に記
入する。 

●健康保険：事業所整理記号及び事業所番号 

※全国健康保険協会（けんぽ協会）加入の場合 

⇒領収書等の「事業所整理記号」（数字＋カタカ

ナ）と「事業所番号」（数字５桁）を記入する。

（厚生年金保険の番号と共通） 

※健康保険組合、建設業に関する国民健康保険組合に

加入の場合 

⇒組合の名称を記入する。 

●厚生年金保険：事業所整理記号及び事業所番号 

●雇用保険：労働保険番号（事業所番号ではありませ

ん。） 

※労災保険ではありませんのでご注意願います。 

●３保険共通：一括適用の承認（継続事業の一括の認

可）に係る営業所の場合「本店（〇〇支店等）一括」 

※「本店」が建設業の営業所ではない場合は、「本店

（〇〇支店等）一括」の後ろに、（ ）書きで本店
の事業所整理記号等を記入してください。 

＜加入状況を表す番号＞ 

 次の状況に応じて、該当する番号を記入する。 

●「適用事業所」（各保険に加入している場合）・・・・・・・・・・・・・・「１」 

●「適用除外」に該当する場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・「２」 

（健康保険の適用除外承認を受けた建設国保加入の場合を含む） 

●「一括適用の承認に係る営業所と継続事業の一括の認可に係る営業所」・・・「３」 

※ 令和２年10月１日の法改正により、適切な社会保険の加入が許可要件となったため、「未加入」

という区分はなくなりました。（適切な社会保険に未加入の場合は、許可ができません。） 

※ 確認資料が必要です。（⇒確認資料はP119～121参照） 

各営業所ごとに、役員又は個人事業主を含め、

雇用された全ての従業員の数について記入す

る。(非常勤も含む。) 

（ ）には、従業員のうち、役員(非常勤も含

む。)、個人事業主及び同居の親族である従業

員を記入する。 

該当するものに〇。 不要なものは消す。 

・新規申請、許可換え新規申請の場合は記入不要。 

・更新、業種追加、般･特新規申請の場合は、すでに受

けている許可について、記入する。 

・複数の許可を受けている場合は、申請時点で有効な最

も古い日付の許可年月日を記入する。 

代理人申請不可。 
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20 主要取引金融機関名（様式第二十号の三） 
 

様式第二十号の三（第四条関係）

 

（用紙Ａ４） 

 

 
政 府 関 係 金 融 機 関 

普 通 銀 行 
長 期 信 用 銀 行 

株式会社商工組合中央金庫  
信用金庫・信用 協 同 組 合 そ の 他 の 金 融 機 関 

  

○○銀行横浜支店 

 

○○銀行川崎支店 

 

○○信用金庫本店 
 

 

 

 

 

記載要領 

１「政府関係金融機関」の欄は、独立行政法人住宅金融支援機構、株式会社日本政策金融公庫、株式会社日本政策投資銀行等について記載すること。 

２ 各金融機関とも、本所、本店、支所、支店、営業所、出張所等の区別まで記載すること。 

（例 ○○銀行○○支店） 

残高証明書を添付している場合は、その金融機関を記載する。 

支店名まで記入する。 
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21 役員等の氏名記入用紙  このページはコピーして使用できます。 

 
 

役 員 等 の 氏 名 記 入 用 紙 （P37「役員等の一覧表」とは別に作成する。） 
 

申請者が法人の場合は、役員等（別紙一 役員等の一覧表に記載されている者）及び令第３条
に規定する使用人(従たる営業所の支店長、営業所長等)、個人の場合は、事業主及び支配人
（支配人登記をしているものに限る。)、常勤役員等を直接に補佐する者について、全員の氏名
（フリガナ）、性別、生年月日を記入してください。（外国籍の方で通称名を使用されている場合は、
本国名と通称名の両方を記入してください。） 

（フリガナ）(法人略号のフリガナは不要)        許可番号（新規申請は記入不要） 

会 社 名 （般・特－  ）第        号 
 

フ リ ガ ナ   

生 
 

年 
 

月 
 

日 
 フ リ ガ ナ   

生 
 

年 
 

月 
 

日 
 

役員等の氏名・性別 役員等の氏名・性別 

 Ｔ 

Ｓ 

Ｈ 

Ｒ 

  
年 

 
月 

  
日

 Ｔ 

Ｓ 

Ｈ 

Ｒ 

  
年 

 
月 

  
日 男 

女 

男 

女 

 Ｔ 

Ｓ 

Ｈ 

Ｒ 

  
年 

 
月 

  
日

 Ｔ 

Ｓ 

Ｈ 

Ｒ 

  
年 

 
月 

  
日 男 

女 

男 

女 

 Ｔ 

Ｓ 

Ｈ 

Ｒ 

  
年 

 
月 

  
日

 Ｔ 

Ｓ 

Ｈ 

Ｒ 

  
年 

 
月 

  
日 男 

女 

男 

女 

 Ｔ 

Ｓ 

Ｈ 

Ｒ 

  
年 

 
月 

  
日

 Ｔ 

Ｓ 

Ｈ 

Ｒ 

  
年 

 
月 

  
日 男 

女 

男 

女 

 Ｔ 

Ｓ 

Ｈ 

Ｒ 

  
年 

 
月 

  
日

 Ｔ 

Ｓ 

Ｈ 

Ｒ 

  
年 

 
月 

  
日 男 

女 

男 

女 

 Ｔ 

Ｓ 

Ｈ 

Ｒ 

  
年 

 
月 

  
日

 Ｔ 

Ｓ 

Ｈ 

Ｒ 

  
年 

 
月 

  
日 男 

女 

男 

女 

 Ｔ 

Ｓ 

Ｈ 

Ｒ 

  
年 

 
月 

  
日

 Ｔ 

Ｓ 

Ｈ 

Ｒ 

  
年 

 
月 

  
日 男 

女 

男 

女 

（注） 
・業種追加申請の場合は提出不要です。 
・申請書に綴じ込まずに提出してください。 

行政庁記入欄 

申請年月日 令和   年   月   日 

整理番号 
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閲覧対象外法定書類 

（ 申請） 

 以下の順に書類を綴じてください。（○必要書類 ▲該当する場合に添付） 

 

区 分 

新規 

許可換 

承継 

般･特 

業追 

 

更新 承継 

常勤役員等(経営業務の管理責任者等)証明書（第七号）

及び略歴書（第七号別紙）又は常勤役員等及び当該常勤

役員等を直接に補佐する者の証明書（第七号の二）及び

略歴書(第七号の二別紙) 

 

○ 

 

○ 

 

○ ○ 

専任技術者証明書（新規・変更）（第八号） ○ ○  ▲ 

資格者証（写し）、卒業証明書等、実務経験証明書（第九

号）、指導監督的実務経験証明書（第十号） 
▲ ▲ 

 
▲ 

許可申請者（法人の役員等・本人）の調書（第十二号）、 

登記されていないことの証明書(又は診断書)及び身分証明書

(※１) 

○ ○ ○ ○ 

令第３条に規定する使用人の調書（第十三号）、登記され

ていないことの証明書及び身分証明書(※２)） 
▲ ▲ ▲ ▲ 

株主（出資者）調書（第十四号） ○  ▲ ▲ 

営業所の確認資料（写真） ○  ○ ○ 

登記事項証明書（履歴事項全部証明書） ○  ○ ○ 

納税証明書(県税事務所発行) ○   ○ 

健康保険等の加入状況の届出を承継後に行う旨の誓約書(第

二十二号の六又は第二十二号の十一) 
   

▲ 

※１ 許可申請者（法人の役員等・本人）に関する書類は一人ずつまとめ、許可申請書（様式

第一号）別紙一「役員等の一覧表」に記入した順に綴じてください。 

※２ 令第３条に規定する使用人に関する書類は一人ずつまとめ、令第３条に規定する使用人

の一覧表（様式第十一号）に記入した順に綴じてください。 

許可番号：               
(新規は除く) 

申 請 者 名：             
 

 

 

 

 

 

 

受付印 

このページはコピーして使用できます。 
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閲覧対象外法定書類 

（ 変更届） 

以下の書類を綴じてください。 

１．常勤役員等（経営業務の管理責任者等）証明書（第七号）及び略歴書

（第七号別紙）又は常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の

証明書（第七号の二）及び略歴書(第七号の二別紙) 

 ２．専任技術者証明書（新規・変更）（第八号） 

３．資格者証（写し）、卒業証明書等、実務経験証明書（第九号）、指導監督

的実務経験証明書（第十号） 

４．許可申請者（法人の役員等・本人）の調書（第十二号） 

５．令第３条に規定する使用人の調書（第十三号） 

６．登記されていないことの証明書(又は診断書)及び身分証明書 

７．株主（出資者）調書（第十四号） 

８．営業所の確認資料（写真） 

９．登記事項証明書（履歴事項全部証明書） 

10．納税証明書(県税事務所発行) 

 
※ 許可申請者（法人の役員等・本人）及び令第３条に規定する使用人に関する書類は 

一人ずつまとめてください。 

 

 許可番号：   
(新規は除く) 
届 出 者 名：                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受付印 

このページはコピーして使用できます。 
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確認資料 
以下の順に書類を綴じてくさい。（▲必要な場合に添付） 

 

区 分 

許可申請  

変更届 

承継 

認可 

申請 
新規 

承継 

般･特 

業追 

 

更新 

預貯金残高証明書等財産的基礎確認書類 ▲ ▲   ▲ 

常勤役員等(経営業務の管理責任者等)の常勤

の確認書類 
▲ ▲ ▲ ▲ ▲ 

常勤役員等(経営業務の管理責任者等)、常勤

役員等を直接に補佐する者の経験の確認書類 
▲ ▲  ▲ ▲ 

常勤役員等を直接に補佐する者の常勤の確認

書類及び直接に補佐する地位にあることの確

認書類 

▲ ▲ ▲ ▲ ▲ 

専任技術者の常勤の確認書類 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ 

専任技術者の経験の確認書類 ▲ ▲  ▲ ▲ 

健康保険等に関する確認書類 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ 

承継方法等の確認書類     ▲ 

法人番号指定通知書写し又は国税庁法人番号

公表サイトの自社情報印刷 
▲※2     

※ 上記の他、許可換え新規申請の場合は許可通知書の写し、改姓・改名に係る変更

届の場合は必要に応じて戸籍抄本又は住民票抄本、廃業届で法人代表者又は本人以

外の者が届出をする場合の確認書類等を添付してください。 

※２ 窓口での対面受付の場合は、提示でも可。 

 

許可番号：   
(新規は除く) 
申請(届出)者名：                  

 

 

 

 

 

 

 

 受付印 

このページはコピーして使用できます。 


